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議題１ 

 

令和元年度決算見込における未収債権の状況について 

 

１ 令和元年度決算見込における未収金の状況 P３～ 

２ 令和元年度の目標達成状況及び重点取組事項の実施状況 P11～ 
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 1 令和元年度決算見込における未収金の状況

27年度以前

賦課分

211
134

84

28年度賦課分

93

47

30

29年度賦課分

138

84

49

30年度賦課分

138

88

元年度賦課分

146

442
（目標 435） 403

（目標 428）

決算見込未収金

397
（目標 393）

29年度決算

（30年５月末）

30年度決算

（元年５月末）

元年度決算見込

（２年５月末）

（単位：億円）

過年度

分合計

251

徴収計 △84

不納欠損等計 △93

合計 △177

徴収計 △85

不納欠損等計 △67

合計 △152

過年度

分合計

265

△６

未収金の状況

（平成29年度～）
△３９
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過年度分

521
427 392 371 353 328 304 265 251

現年度分

275

193
188

181
158

150
138

138 146

796

0

620
580

552
511

478
442

403 397

19年度決算

(20年5月末)

24年度決算

（25年5月末）

25年度決算

（26年5月末）

26年度決算

（27年5月末）

27年度決算

（28年5月末）

28年度決算

（29年5月末）

29年度決算

（30年5月末）

30年度決算

（元年5月末）

元年度決算見込

（2年5月末）

未収金の状況

（平成19年度～）
（単位：億円）

平成19年度⇒令和元年度 △399億円

（796億円） （397億円） （削減率50.1％）
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R01

国民健康保険料

市税

生活保護費返還金

介護保険料

住宅使用料

保育所保育料

その他の債権

合計

59
593

2

5

4

19 18

85
88

95
101

137 125

3 0年度決算

（元年5月末）

元年度決算見込

（2年5月末）

△６

国保

市税

生保
介護

住宅

保育 その他

403
397

64 
59 

3 3 

6 
5 

20 19 

92 85 

101 95 

156 
137 

2 9年度決算

（3 0年5月末）

3 0年度決算

（元年5月末）

△39

参考 30年度元年度

令和元年度決算見込における未収金の主要債権別状況

国保

市税

生保
介護

住宅

保育
その他

442

403

削減率8.9%

削減率△5.2%

削減率△3.2%

削減率4.8%

削減率7.6%
削減率14.1%

削減率0.7%

削減率12.0%

削減率5.4%

削減率7.4%

削減率3.9%
削減率24.4%
削減率11.1%

削減率8.1%

（単位：億円） （単位：億円）
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（参考）

上段：令和元年度

　参考　下段（　）：平成30年度

(単位：千円）

所属
前年度決算時
未収金残高

徴収済額
【過年度分】

不納欠損処分等※
【過年度分】

未収金残高
【過年度分】

現年度賦課分
未収金

決算見込未収金計

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝Ａ－Ｂ－Ｃ Ｅ Ｆ＝Ｄ＋Ｅ

13,694,517 3,494,318 3,330,233 6,869,966 5,604,637 12,474,603

(15,569,019) (3,581,273) (4,277,928) (7,709,818) (5,984,699) (13,694,517)

9,573,503 3,419,598 1,241,960 4,911,945 5,155,585 10,067,530

(10,121,644) (3,113,934) (1,805,909) (5,201,801) (4,371,702) (9,573,503)

8,511,309 282,750 895,133 7,333,426 1,447,691 8,781,117

(9,189,839) (280,261) (1,566,581) (7,342,997) (1,168,312) (8,511,309)

1,916,077 319,490 655,529 941,058 882,394 1,823,452

(1,992,965) (319,831) (727,561) (945,573) (970,504) (1,916,077)

474,849 135,220 49,605 290,024 148,799 438,823

(627,915) (142,535) (147,518) (337,862) (136,987) (474,849)

286,707 106,121 25,388 155,198 91,056 246,254

(322,364) (104,786) (32,503) (185,075) (101,632) (286,707)

5,877,555 788,958 460,695 4,627,902 1,209,369 5,837,271

(6,395,566) (832,754) (769,697) (4,793,115) (1,084,440) (5,877,555)

40,334,517 8,546,455 6,658,543 25,129,519 14,539,531 39,669,050

(44,219,312) (8,375,374) (9,327,697) (26,516,241) (13,818,276) (40,334,517)

【内訳】

22,406,396 4,205,054 2,442,553 15,758,789 7,250,908 23,009,697

(24,202,459) (3,975,107) (3,981,507) (16,245,845) (6,160,551) (22,406,396)

17,928,121 4,341,401 4,215,990 9,370,730 7,288,623 16,659,353

(20,016,853) (4,400,267) (5,346,190) (10,270,396) (7,657,725) (17,928,121)

※不納欠損処分等…不納欠損処分による減額、調定変更による増減の額を表す。（△は増額）

―

―

住宅使用料

保育所保育料

その他の債権

合計

福祉局

財政局

福祉局

福祉局

都市
整備局

こども
青少年局

―

―

一般会計

特別会計

国民健康保険料

市税

生活保護費返還金

介護保険料

令和元年度決算見込における未収金の主要債権別状況
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R01

福祉局

財政局

都市整備局

こども青少年局

その他

合計

13 15

13 13

18 16

96
101

263 252

3 0年度決算

（元年5月末）

元年度決算見込

（2年5月末）

△６

福祉

財政

都整

その他

403 397

14 13 

14 13 

21 18 

101 96 

292 
263 

2 9年度決算

（3 0年5月末）

3 0年度決算

（元年5月末）

△39

参考 30年度元年度

令和元年度決算見込における未収金の所属別状況

442

403

削減率4.0%

削減率△5.2%

削減率10.4%

削減率3.3%

削減率△9.3%

削減率10.0%

削減率16.0%

削減率5.4%

削減率3.6%

削減率1.9%

（単位：億円） （単位：億円）

こども

福祉

財政

都整

その他
こども
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（参考）

上段：令和元年度
　参考　下段（）：平成30年度

(単位：千円）

前年度決算時
未収金残高

徴収済額
【過年度分】

不納欠損処分等※
【過年度分】

未収金残高
【過年度分】

現年度賦課分
未収金

決算見込未収金計

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝Ａ－Ｂ－Ｃ E F＝D＋E

3,396 0 1,546 1,850 0 1,850

(3,136) (20) (0) (3,116) (280) (3,396)

1,871 234 38 1,599 185 1,784

(2,010) (155) (0) (1,855) (16) (1,871)

106,991 4,785 6,714 95,492 0 95,492

(113,137) (6,146) (0) (106,991) (0) (106,991)

110,106 1,355 △ 1 108,752 9,352 118,104

(113,258) (1,273) (1,882) (110,103) (3) (110,106)

20,712 3,205 4,846 12,661 405 13,066

(19,864) (2,318) (1,955) (15,591) (5,121) (20,712)

81 0 5 76 352 428

(160) (0) (80) (80) (1) (81)

9,574,855 3,420,734 1,242,001 4,912,120 5,156,412 10,068,532

(10,123,198) (3,114,739) (1,806,003) (5,202,456) (4,372,399) (9,574,855)

58,717 8,423 373 49,921 14,287 64,208

(53,123) (9,187) (0) (43,936) (14,781) (58,717)

1,857 0 0 1,857 0 1,857

(1,857) (0) (0) (1,857) (0) (1,857)

26,292,035 4,425,359 5,137,114 16,729,562 8,507,757 25,237,319

(29,214,191) (4,583,969) (7,029,313) (17,600,909) (8,691,126) (26,292,035)

1,367 91 73 1,203 57,653 58,856

(1,364) (47) (3) (1,314) (53) (1,367)

1,347,544 176,816 40,966 1,129,762 172,921 1,302,683

(1,397,674) (188,419) (54,097) (1,155,158) (192,386) (1,347,544)

16,304 1,769 1,674 12,861 4,575 17,436

(18,301) (2,320) (1,796) (14,185) (2,119) (16,304)

1,770,903 169,312 207,539 1,394,052 191,930 1,585,982

(2,108,768) (176,199) (349,632) (1,582,937) (187,966) (1,770,903)

213,252 110,437 9,559 93,256 143,909 237,165

(210,070) (117,687) (9,180) (83,203) (130,049) (213,252)

356,589 67,712 0 288,877 46,585 335,462

(347,681) (39,792) (17,924) (289,965) (66,624) (356,589)

643 0 0 643 1 644

(771) (128) (0) (643) (0) (643)

130,154 97,910 △ 17,765 50,009 157,058 207,067

(132,532) (60,260) (13,549) (58,723) (71,431) (130,154)

327,140 58,313 23,861 244,966 76,149 321,115

(358,217) (72,715) (42,283) (243,219) (83,921) (327,140)

40,334,517 8,546,455 6,658,543 25,129,519 14,539,531 39,669,050

(44,219,312) (8,375,374) (9,327,697) (26,516,241) (13,818,276) (40,334,517)

　※不納欠損処分等…不納欠損処分による減額、調定変更による増減の額を表す。（△は増額）

所　　　属

人 事 室

水 道 局

教 育 委 員 会 事 務 局

消 防 局

危 機 管 理 室

経 済 戦 略 局

中 央 卸 売 市 場

市 民 局

契 約 管 財 局

都 市 計 画 局

福 祉 局

健 康 局

環 境 局

都 市 整 備 局

こ ど も 青 少 年 局

財 政 局

区 役 所

合　　　計

建 設 局

港 湾 局

令和元年度決算見込における未収金の所属別状況
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平成30年度

決算時未収金 ４０３億円

【元年５月末】

うち徴収済 △８５億円

うち不納欠損処分等 △６７億円

≪回収債権≫

法的手続きを含む徴収
対策に取組むもの

［１８３億円］（72.9%）

≪整理債権≫

債務者が生活困窮状態
で回復が望めないなど回
収が極めて困難なもの

［６８億円］（27.1%）

生活困窮状態や死亡・行
方不明等で徴収見込みの
ないもの

［１４億円］（5.4％）

市税における効果的・効率的な徴収対策
を基本にした、全市的な取組の方針

処分したもののうち、換価
前のもの

［１０億円］（3.8％）

分割納付等（時効の中断）
により徴収しているもの

［２２億円］（8.8％）

執行停止・徴収停止等の
決定を行ったものや時効
年限を経過したもの

［５４億円］ （21.7％）

速やかに換価等ができるように努める

状況等が改善すれば、執行停止・徴収停止を取消す
状況の変化が無ければ、次のとおり取組を実施
・公債権：執行停止の継続等により債権が消滅すれば速やかに

不納欠損処分
・私債権：時効年限の経過等の状況に応じて、債権放棄等の検討

完済に至るまで納付状況を常時管理し、確実に履行するよう努める

速やかに執行停止・徴収停止等の手続きを行う

交渉中のもの

［１５１億円］（60.3％）

安易に時効を迎えることなく、徴収できるもの・法的処分に移行するも
の・分割納付に応じるもの等に区分したうえで、「債権管理の手引き」等
に沿って、着実に滞納整理を行う

２５１億円

【令和元年度

決算見込

（過年度分）】

２年３月末現在 △１５２億円

※不納欠損処分等…不納欠損処分による減額、調定変更による増減の額を表す。

平成30年度決算時未収金の解消に向けた今後の対策のまとめ（令和元年度決算見込時）

（参考）
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4.5

9.2

0.1

4.4

3.8

3.1

4.0

11.7

0.2

28.1

12.5

18.2

8.8

67.7

40.7

73.2

37.0

56.6

47.7

54.9

60.3

14.1

46.1

10.4

6.4

39.8

8.7

17.9

10.6

0

0.3

10.5

0.1

2.5

3.8

0.0 0.0

4.4

52.2

8.8

0

11.3

5.4

国民健康保険料

市税

生活保護費返還金

介護保険料

住宅使用料

保育所保育料

その他

全体

処分済み 分納履行中 交渉中 執行停止中等 時効年限経過 生活困窮・行方不明等

（単位：％）

平成30年度決算時未収金の解消に向けた今後の対策のまとめ（令和元年度決算見込時）
～主要債権別取組状況の割合～

69億円

49億円

73億円

９億円

３億円

２億円

46億円

251億円

参考：未収金残高

回収債権 整理債権

回収債権 整理債権

交渉中

処分済み

分納履行中

執行停止中等

生活困窮・行方不明

（参考）
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